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本県の人口概況とともに、男女共同参画の推進状況として「女性の社会参画」「労働」「家庭生活」「防災」
「男女共同参画に関する意識」「教育」「女性に対する暴力の根絶」「健康・福祉」の分野ごとに、これまで
の各種統計、調査等によるデータなどをもとにまとめました。

※ 統計データについては、できるだけ新しい数値を盛り込むよう努めました。データ名や出典については本文やグ
ラフ中に記載しています。特にことわりのない場合、本県のデータを示しています。
なお数値については、単位未満四捨五入のため合計とは必ずしも一致していないところがあります。

第１部 埼玉県における
男女共同参画の状況
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■埼玉県における男女共同参画の状況

○人口概況

１ 人口と世帯
（１）人口ピラミッド

※ 県統計課「埼玉県町（丁）字別人口調査結果報告」より。

平成３０年１月現在、本県の人
口は約７３６万人で、内訳は女性
が約３６７万人、男性が約３６９万人
である。
また、平均年齢は４５．７歳で前
年に比べて０．３歳の上昇となり、
男女別にみると、女性が４４．６歳、
男性が４６．８歳である。
平成１０年（２０年前）と比較す
ると、年少人口、生産年齢人口
はともに減少し、６５歳以上の老
年人口が増加している。

（２）核家族世帯の割合

※ 総務省（国勢調査）より。

本県一般世帯数に占める核家
族世帯の割合は、６１．５％と全国
平均（５５．９％）より５．６ポイン
ト高く、奈良県に次いで全国２
位となっている。

２ 人口動態
（３）合計特殊出生率の推移

※ 厚生労働省「人口動態統計」より。

本県の平成２９年の合計特殊出
生率※は１．３６（全国第３８位）で
ある。
第二次ベビーブームの頃（昭
和４６～４９年）は２．４前後であっ
たが、平成１６年に過去最低の
１．２０を記録した後は、僅かでは
あるが増加の傾向にある。

※合計特殊出生率…１５歳から４９歳まで
の女性の年齢別出生率を合計したも
ので、一人の女性が仮にその年次の
年齢別出生率で一生の間に子供を産
むとした子供の数。
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（４）高齢化率の見通し

※ 平成２７年までは総務省「国勢調査」、平成３２年以降は国立社会保障・人口問題研究
所「日本の地域別将来推計人口（平成３０年３月推計）」より。

本県の高齢化率※１は、平成２７
年（２０１５年）の国勢調査では全
国で６番目の低さとなっている。
しかし、平成１７年から２７年まで
の１０年間では８．４ポイント増加
し、奈良県に続いて高齢化が進
んだ。

※１ 高齢化率…総人口に占める６５歳
以上の割合。

※２ 国勢調査の数値について、平成
２２年度から「不詳」数を分母に
含めない方法で算出されており、
平成１７年度の数値は総務省統計
局が同様の算出方法で再計算し
た数字を採用。

○女性の社会参画

１ 政治への参画
（５）本県議会における女性の立候補者及び議員の状況

※ 県市町村課より

平成２７年４月に行われた本県
議会議員選挙において、１６４人
の立候補者のうち女性は２８人で、
昭和５８年以降最も多くなった。
また、当選者数は９３人中女性
が１０人で、その割合は１０．８％と
なった。

（６）市町村議会の状況（各年１２月３１日現在）

※ 総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調等」より。

平成２９年１２月現在、県内市町
村議会議員における女性の数は
２５９人（市２０４人、町村５５人）で、
その割合は、市が２１．３％、町村
が１８．３％、全体で２０．５％である。
女性議員の割合は、１位は東
京都（２６．７％）で埼玉県は全国
４位となっている。
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２ 審議会等への参画
（７）審議会等における女性の委員数と割合の推移

※ 県男女共同参画課より。

平成３０年４月現在、本県の審
議会等委員総数１，４７３人のうち、
女性の委員は５７１人で、その割
合は３８．８％（前年比１．８ポイン
ト増）である。

（８）市町村審議会等における女性の委員数と割合の推移
（広域で設置している審議会等の委員数を含む）

※ 県男女共同参画課より。

平成３０年４月現在、県内市町
村の審議会等委員総数３０，４３６人
のうち、女性の委員は８，３９２人
で、その割合は２７．６％である。

※さいたま市のみ平成３０年３月３１日現在

３ 司法への参画
（９）弁護士の男女比

※ 日本弁護士連合会事務局より。

本県の弁護士総数８６９人のう
ち、女性の弁護士は１５５人（前
年比５人増）である。また、そ
の割合は１７．８％で、全国平均
（１８．６％）より０．８ポイント低
くなっている。
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４ 県・市町村における女性の職員
（１０）県における女性の職員・役付職員の割合

※ 県人事課より。

平成３０年４月１日現在、本県
の女性職員は９，７４４人中３，８７２人
で、割合は３９．７％となっている。
また、女性役付職員（主査級以
上）は、４，３７４人中９６１人（２２．０％）、
そのうち副課長級以上の女性管
理職は８９９人中８６人（９．６％）で
あり、いずれもその割合は年々
高まっている。
※全任命権者（教育・警察除く）

平成３０年４月１日現在、県内
の市町村における職員数のうち
女性職員の割合は４０．４％、女性
役付職員の割合は２９．６％である。
また、管理職相当職以上の職
員のうち、女性職員の割合は
１４．１％となっている。

（１１）市町村における女性の職員・役付職員の割合

※ 県男女共同参画課より。

５ 地域における参画
（１２）自治会長に占める女性の割合

※ 内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の
推進状況（平成２９年度）」より。

平成２９年４月１日現在、自治
会長に占める女性の割合は
４．８％（全都道府県中２０番目）
であり、全国平均の５．４％より
下回っている。
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○労働

1 女性の就業率
（１３）年代別の女性の就業率

※ 総務省「平成２７年国勢調査」より。

平成２７年の本県の女性就業
率※を年代別にみると、２５～２９
歳の層の７６．７％と４５～４９歳の層
の７３．８％を２つの頂点として、
３５～３９歳の６６．２％を底とするＭ
字型曲線を描いている。平成２２
年より上昇したものの、Ｍ字型
の底は、本県の男性や全国の女
性の数値と比較しても、依然低
い状況にある。

※就業率…１５歳以上の人口のうち、就
業者の割合
（就業者とは、調査期間中収入を伴
う仕事を少しでもした人をいう。）

2 民間企業等における女性
（１４）階級別役職者に占める女性割合の推移（全国）

※ 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より。

平成２９年の全国の民間企業等
（従業員数１００人以上）におけ
る役職者を階級別にみると、部
長相当職は６．３％、課長相当職
は１０．９％、係長相当職は１８．４％
であり、長期的にみると増加傾
向にある。

3 女性の雇用者の状況
（１５）女性雇用者（１５～６４歳）の年代別比率推移

※ 総務省「平成２９年就業構造基本調査」より。

本県の１５～６４歳の女性雇用者
１，５４４千人を年代別にみると、
前回調査（平成２４年）から比べ
て、３０歳代、６０歳以上の比率は
減少したが、その他の年代では
増加した。
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64.664.6
60.360.3

62.362.3

52.852.8

44.144.1

29.829.8

19.719.7

10,20010,200
19,30019,300

23,00023,000

39,30039,300
41,90041,900

45,90045,900

37,70037,700
27,30027,300

19,00019,000 20,10020,100

0

60

70

80

90

100

H9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29（年）

（男性の所定内給与額＝100）

県
全国

63.5

63.1

72.3

72.2

74.3

72.2

※数字はＨ９・Ｈ２６～Ｈ２９の数値

74.4
74.9

73.0 73.4

（１６）女性の雇用者に占める非正規雇用者の割合

※ 総務省「平成２９年就業構造基本調査」より。

本県の女性雇用者（役員を除
く）に占めるパート・アルバイ
トの比率は４８．４％で、全国平均
４４％より高くなっている。
非正規雇用は女性の約６割を
占める一方、男性では２割超と
なっている。

※パート、アルバイト等の雇用形態は
勤め先での呼称による。

（１７）女性無業者のうち就業を希望する人数

※ 総務省「平成２９年就業構造基本調査」より。

本県の就業していない女性
１５６万人のうち、就業を希望す
る女性は３０～４０歳代を中心に３４
万１千人（２１．８％）いる。その
割合は、全国で４番目に高く、
全国１９．３％に比べて２．５ポイン
ト高くなっている。

4 賃金
（１８）男女の賃金格差の推移

※ 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より。

本県における平成２９年の男性
一般労働者の平均賃金水準（所
定内給与額※）を１００（３２５，２００
円）としたとき、女性一般労働
者の給与水準は７４．４（２４２，０００
円）となっており、格差は長期
的には縮小傾向にある。

※所定内給与額…決まって支給する現
金給与額のうち、超過労働給与額を
差し引いた額をいう。
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男性（601人）

［希望］ ［現実］女性（799人）

無回答

家庭生活
（家事・子育て・介護）に専念

どちらかといえば、仕事や自分の
活動よりも家庭生活を優先

仕事や自分の活動と
家庭生活を同時に重視

どちらかといえば、家庭生活よりも
仕事や自分の活動を優先

仕事や趣味・ボランティアなどの
自分の活動に専念

3.0

1.8

12.0

40.8

32.1

10.3

3.5

14.0

29.3

37.9

9.9

5.4

3.2

2.7

17.1

55.7

8.8

12.5

2.5

8.1

16.4

55.1

7.0

10.9

0 10 20 30 40 50 600102030405060

（％）
0 20 40 60 80 100

（％）

制度あり 制度なし

87.887.8 12.212.2中小企業

大企業 95.195.1 4.94.9

短時間勤務制度

所定外労働の免除

子の看護休暇

法定時間外労働制限、
深夜業免除

フレックスタイム制度

始業・終業の繰上繰下

育児サービス等
費用援助

事業所内保育施設設置

時間単位有給休暇取得

転勤・配置転換の配慮

再雇用制度

在宅勤務制度

整備状況 整備している制度

中小企業

大企業

0

10

20

40

60

80

30

50

70

90

100

女性
男性

（％）

H27H26 （年）H25H24H23H22H21H20H19 H29H28

94.2
89.5

92.589.991.8
96.3

91.891.8

79.5

89.4

2.1

95.5

3.13.10.40.32.7
6.1

0.5

7.9
2.1 2.3

５ 家庭と仕事の両立支援
（１９）家庭生活の優先度

※ 県男女共同参画課「平成２７年度意識・実態調査」より。

希望・現実ともに、「仕事や
自分の活動と家庭生活を同時に
重視」が男女双方で最も多い。
【現実】で２番目に多いのは、
女性が「どちらかといえば、仕
事や自分の活動よりも家庭生活
を優先」で、男性が「どちらか
といえば、家庭生活よりも仕事
や自分の活動を優先」となって
いる。

（２０）仕事と育児の両立支援

※ 県勤労者福祉課「平成２９年度埼玉県就労実態調査」より。

仕事と育児の両立支援制度の
ある事業所は、県内中小企業で
８７．８％であった。大企業では
９５．１％が支援制度があると回答
している。さらに、両立支援の
内容をみると「短時間勤務制
度」が中小企業では６２．１％、大
企業では８５．４％と最も多い。

（２１）育児休業取得率（県内中小企業）

※ 県勤労者福祉課「埼玉県就労実態調査」より。

平成２８年４月１日から平成２９
年３月３１日までの１年間に出産
した女性労働者及び配偶者が出
産した男性労働者について、中
小企業における育児休業の取得
率をみると、女性は８９．４％、男
性は７．９％となっている。

※参考…県内大企業での育児休業取得
率
女性労働者：９５．６％
男性労働者： ４．７％
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中小企業

整備状況 整備している制度

（％）

78.778.7 21.321.3

90.390.3 9.79.7

短時間勤務制度

介護休暇
法定時間外労働制限、

深夜業免除

所定外労働の免除

始業・終業の繰上繰下

時間単位有給休暇取得

転勤・配置転換の配慮

再雇用制度

フレックスタイム制度

在宅勤務制度

介護サービス等費用援助

大企業

0 20 40 60 80
（％）

制度あり

中小企業

大企業

制度なし

0 5 10 15 20 25 30051015202530

結婚や出産にかかわらず、仕事を続ける

子育ての時期だけ一時やめ、
その後はフルタイムで仕事を続ける
子育ての時期だけ一時やめ、

その後はパートタイムで仕事を続ける
学校卒業時は仕事を持たず、

結婚後または子育て終了後から仕事を持つ
子どもができるまで仕事を持ち、

子どもができたら家事や子育てに専念する
結婚するまで仕事を持ち、
結婚後は家事などに専念する

仕事は持たない

その他

わからない

無回答 3.0
1.9

4.7
3.4

4.8
4.6

2.0
0.3

5.7
6.5

18.8
12.5

5.8
5.6

17.5
24.8

21.1
20.4

16.6
20.0

4.8
2.6

10.3
6.5

3.0
5.8

3.0
3.1

12.5
12.6

15.1
11.1

6.3
5.4

24.0
25.5

10.5
9.0

10.5
18.3

【現実】 【理想】女性 男性

常勤

パート

自営

その他

5.8 5.8 

4.14.1

2.22.2

2.22.2
7.47.4 15.215.2 50.050.0 23.023.0

32.332.340.440.414.814.8
5.25.2

3.23.2

2.72.7
11.711.7 15.415.4 45.945.9 21.121.1

13.713.730.030.021.021.021.521.58.08.0

3.23.2

（２２）仕事と介護の両立支援

※ 県勤労者福祉課「平成２９年度埼玉県就労実態調査」より。

仕事と介護の両立支援制度の
ある事業所は、県内中小企業で
７８．７％であった。大企業では
９０．３％が支援制度があると回答
している。
利用できる制度として最も多
いものは「短時間勤務制度」で、
中小企業が５４．５％、大企業が
７７．８％となっている。

○家庭生活

１ ライフスタイル
（２３）女性の働き方の理想と現実

※ 県男女共同参画課「平成２７年度意識・実態調査」より。

女性の働き方について、現実
では男女とも「子育ての時期だ
け一時やめ、その後はパートタ
イムで仕事を続ける」が最も多
くなっている。理想では女性は
「子育ての時期だけ一時やめ、
その後はパートタイムで仕事を
続ける」が最も多く、男性は「子
育ての時期だけ一時やめ、その
後はフルタイムで仕事を続け
る」が最も多くなっている。
※女性の働き方の実態は、女性を「自
分自身の働き方」、男性を「妻の働
き方」とする。

（２４）従業上の地位別に見た妻の家事分担割合（全国）

※ 国立社会保障・人口問題研究所「第５回全国家庭動向調査：平成２５年」より。

妻が「常勤」で働く世帯では、
「パート」「自営」「その他」と
比べて、妻の家事分担割合は相
対的に少ない。それでも夫の家
事分担割合がゼロの世帯は
１３．７％と、フルタイムで働く妻
を持つ夫の７人に１人はまった
く家事をしていない。
また、専業主婦の世帯でも

２３．０％の夫が家事をしていない。

※「その他」…大多数は仕事を持たない
いわゆる専業主婦
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家事 育児
0 50 100 150 200 250

全国

埼玉県

全国

埼玉県

H28

H23

（分）
介護・看護

計189分/週計189分/週

計203分/週計203分/週

計175分/週計175分/週

計168分/週計168分/週

1414

1414

1414

77

4242

4949

3535

4949

133133

140140

126126

112112

（千人）

0

200

400

600

800

1,000

1,200
（％）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

全国千葉県奈良県埼玉県千葉県埼玉県神奈川県

5.1

15.115.2

16.5

833833

1,0741,074
1,1311,131

255255

346346376376

578578
728728755755

女性
男性

（分）

0

20

40

60

80

100

120

大阪府東京都奈良県埼玉県神奈川県千葉県

女性 男性

男性・全国
平均（85分）

女性・全国
平均（71分）

112 112
106 103 101

9087
94

82
79

85
79

２ 男性にとっての男女共同参画
（２５）男性の家事・育児・介護等の時間数（週当たり）

※ 総務省「社会生活基本調査」より。

本県の１０歳以上の男性につい
て、週当たりの生活時間をみる
と、前回調査時（平成２３年）と
比べて育児時間は変わらないも
のの、家事及び介護・看護時間
が長くなっている。育児を含め
た全体の時間数は３５分（１日当
たり５分）長くなり、全国平均
を上回った。

（２６）他都県への通勤・通学者数とその割合

※ 総務省「平成２７年国勢調査」より。

他都県への１５歳以上の通勤・
通学者数は約１０７万人で、神奈
川県に次いで全国２位であり、
その割合は全国１位となってい
る。

通勤・通学時間

※ 総務省「平成２８年社会生活基本調査」より。

また、１０歳以上の県民が通勤
・通学にかける時間は男女とも
に長く、男性は１０６分で千葉県、
神奈川県に次ぎ全国３位、女性
も８２分と全国で４番目の長さと
なっている。

通
勤
・
通
学
者
数

割
合
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上段：男性
下段：女性

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

15歳以上
総数

16.7

17.0

16.2

14.4

14.3

3.4

4.4

5.0

6.5

5.1

18.6

【全国】【埼玉県】

20.5

18.5

14.0

15.1

4.1

3.2

5.9

7.7

5.0

0 5 10 15 20 250510152025

（人）

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H29 H30H27 H28H26H25H24H23H22

各年 4月 1日現在の
待機児童数

※1

※2

1,310

1,186

1,075

902 905

1,097
1,026

1,258

1,552

市町村
（計2,174人）

男性（1,967人）
90.5%

女性（207人）

9.5%

女性（207人）

9.5%

男性（62人）
91.2％

女性（6人）

8.8%

女性（6人）

8.8%

埼玉県
（計68人）

（２７）子育て世代の長時間労働（週６０時間以上就業している人の割合）

※ 総務省「平成２９年就業構造基本調査」より。

本県の年間就業日数２００日以
上の男性（１５歳以上）のうち、
週６０時間以上就業している男性
の割合は、全国（１４．３％）より
０．８ポイント高く、１５．１％とな
っている。
さらに、２５～４４歳の子育て世
代では１８．２％と、全国（１６．２％）
より２．０ポイント高い。

３ 子育ての社会的支援
（２８）保育所待機児童数

※ 県少子政策課より。

本県の平成３０年４月１日現在
の待機児童数は１，５５２人で、前
年（１，２５８人）から２９４人増加し
た。

※１・２ 平成２７・２９年４月に待機児
童の定義を変更

○防災

１ 防災分野における参画
（２９）県・市町村防災会議での女性委員の割合

※ 男女共同参画課より。

平成２９年４月１日現在、本県
の防災会議での女性委員が占め
る割合は、８．８％（６８人中６人）
で、全国平均（１４．９％）より６．１
ポイント低くなっている。
県内市町村では総数２，１７４人
のうち女性は２０７人（９．５％）で
あり、防災会議の設置されてい
る６２市町中４市町に女性委員が
いない。
（全国の値は内閣府「男女共同参画白
書平成３０年版」より）
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（人） （％）

H26 H29H27H25H24H23H22

3.43.4 3.63.6
3.13.12.92.92.72.7

487
509

4.34.3
4.64.6

623
656

H28

3.93.9

552

442
411

390

消防団員に占める女性の割合（右軸）
女性消防団員数（左軸）

0

2

4

6

8

10

（年度）
0

100

200

300

400

500

700

600

女
性

男
性

家庭
教育
職場
政治

地域活動の場
社会通念や風潮
法律や制度
社会全体

家庭
教育
職場
政治

地域活動の場
社会通念や風潮
法律や制度
社会全体

（％）

1.51.52.12.130.330.341.141.125.025.0

10.510.5 51.251.2 31.631.6 5.05.0 1.71.7
34.634.6 29.329.3 26.626.6 7.37.3 2.22.2

8.08.0 58.258.2 24.024.0 6.76.7 3.23.2
26.326.3 28.328.3 27.627.6 14.614.6 3.23.2

15.315.3 48.648.6 24.024.0 9.59.5 2.72.7
17.817.8 49.149.1 24.324.3 6.26.2 2.72.7

41.141.1 15.315.3 19.519.5 21.521.5 2.72.7
45.145.1 24.124.1 24.624.6 4.24.2 2.02.0

4.04.026.526.525.825.815.315.328.428.4
3.53.512.312.326.326.345.445.412.512.5
2.82.810.810.824.924.957.657.64.04.0
2.42.417.517.535.235.234.034.010.910.9
2.42.48.08.021.521.564.764.73.43.4
2.02.015.915.933.333.336.536.512.312.3
1.91.96.46.432.232.256.656.63.03.0

平等になっている 平等になっていない どちらともいえない わからない 無回答

0 20 40 60 80 100

平成15年

平成18年

平成21年

平成24年

平成27年

平成15年

平成18年

平成21年

平成24年

平成27年

（％）

女
性

男
性

15.515.5 28.028.055.455.4

26.126.1 24.124.148.948.9

12.512.5 28.628.657.957.9

24.424.4 25.925.949.249.2

11.111.1 35.735.751.051.0

22.122.1 36.936.939.739.7

9.59.5 33.933.954.854.8

18.618.6 40.240.239.339.3

1.01.0

0.80.8

0.70.7

0.30.3

0.60.6

0.30.3

0.60.6

0.90.9

0.10.1

0.20.2

0.20.2

10.010.0 31.731.755.755.7
1.31.3
1.41.4

0.20.2

18.018.0 29.829.848.348.3
1.21.2
2.82.8

1.51.5

1.01.0

1.21.2

1.01.0

同感する どちらともいえない同感しない わからない 無回答

0 20 40 60 80 100

（３０）消防団員に占める女性の割合

※ 県消防防災課より。

平成２９年４月１日現在、本県
の女性消防団員数は、１４，２９７人
中６５６人（４．６％）であり、年々
その割合は増加している。
また、全国では２．９％となっ
ており、県が１．７ポイント上回
っている。（全国の値は消防庁
「消防防災・震災対策現況調
査」より）

○男女共同参画に関する意識

１ 男女平等に関する意識
（３１）男女の地位の平等感

※ 県男女共同参画課「平成２７年度意識・実態調査」より。

男女平等に関する意識では、
男女の地位が「平等になってい
る」と感じるのは男女ともに【家
庭】や【教育】の場で多い。一
方で、【職場】【政治】【社会通
念や風潮】では不平等感が強く
なっている。

２ 性別による役割分担意識
（３２）性別役割分担意識～男性は仕事、女性は家庭～

※ 県男女共同参画課「意識・実態調査」より。

「男性は仕事、女性は家庭」
という考え方に対して、「同感
しない」は男性で半数近くにな
り、「同感する」は女性、男性
ともに前回調査より減少した。
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私立高校
54校

83.3%
（45校）

91.7%
（133校）

7.4%
（4校）

4.8%
（7校）

3.4%
（5校） 9.3%

（5校）

公立高校
145校

共学校
女子校
男子校

0.7%1.4%0.3%
0.4%

4.9%4.9%4.9%

0.7%0.7%0.7%
0.1%0.1%0.1%

3.5%3.5%3.5%

0.1%0.1%0.1%

49.5%49.5%
56.2%56.2%

21.7%21.7%

15.2%15.2%

23.5%23.5%

12.9%12.9%

8.7%8.7%

女子
(27,813人)
女子

(27,813人)
男子

(29,449人)
男子

(29,449人)

○教育

１ 公立学校での男女平等教育の推進状況
（３３）男女平等教育の推進状況

（教職員の男女平等教育に関する校内研修の実施率）

※ 県教育局人権教育課より。

平成３０年３月現在、県内の各
公立学校※における教職員の男
女平等教育に関する校内研修の
実施率は、小学校が８２．５％（７０８
校中５８４校）、中学校が８２．０％
（３５６校中２９２校）、高等学校が
４９．７％（１４３校中７１校）、特別支
援学校が３４．２％（３８校中１３校）
である。

※さいたま市立学校は含まない。

２ 高等学校の男女共学、別学の状況
（３４）公・私立高等学校の共学、別学の状況（平成３０年５月）

※ 県学事課、教育局県立学校人事課より。

平成３０年５月現在、本県の高
等学校における共学校の割合は、
公立が９１．７％、私立が８３．３％で
ある。

３ 高等学校卒業者の進路
（３５）高等学校卒業者（現役）の進路（平成２９年３月卒業者）

※ 文部科学省「平成２９年度学校基本調査」より。

平成２９年３月に県内の高等学
校を卒業した女子の進路は、大
学が４９．５％と最も高い。続いて、
専修学校、就職、短大となって
いる。
短大等を合わせた女子の大学
等進学率は５８．５％（全国平均
５７．３％）で全国１０位となってい
る。



第
１
部

埼
玉
県
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
状
況

14

0 20 40 60 80 100

短期大学
男性

6,041人

大学
女性

287,625人
20.120.1 9.09.0

8.78.7

7.97.9

6.56.55.45.416.416.48.28.27.47.43.23.220.020.021.021.011.711.7

3.73.740.840.820.620.66.06.0

農学0.2農学0.2
工業0.3工業0.3

教養2.3教養2.3

8.08.010.210.2

芸術
1.6
芸術
1.6

5.65.6

家政
0.5
家政
0.5

7.27.2

農学2.8農学2.8

22.222.23.83.838.738.78.98.9

4.44.49.79.75.75.715.915.9

農学2.9農学2.9

4.84.8

理学1.8理学1.8

25.825.8

大学
男性

342,108人

短期大学
女性

50,391人
教養0.2教養0.2

人文科学（文学、史学、哲学）

工学（大学生のみ） 工業（短大生のみ） 農学 保健 家政 教育 芸術 その他
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幼稚園
6,634人

小学校
20,554人

中学校
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高等学校
11,221人

92.6% 
（6,141人）
92.6% 

（6,141人）
7.4%
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（493人）
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53.8%
（27,348人）
53.8%

（27,348人）
46.2%

（23,504人）
46.2%

（23,504人）

61.5%
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61.5%

（12,633人）
38.5%

（7,921人）
38.5%

（7,921人）

41.8%
（5,201人）
41.8%

（5,201人）
58.2%

（7,242人）
58.2%

（7,242人）

30.1%
（3,373人）
30.1%

（3,373人）
69.9%

（7,848人）
69.9%

（7,848人）
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オーストラリア
米国
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フィンランド
ノルウェー
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96.3

95.6

91.5

82.5

72.8

69.7

79.3

62.8

74.7

49.6
72.2

53.2
71.0

57.9
66.8
69.7

64.1
49.0

60.9
65.7

80.2
104.8

75.7

４ 大学等への入学と専攻分野
（３６）大学・短期大学入学者の専攻分野別構成（全国）

※ 文部科学省「平成２９年度学校基本調査」より。

大学に入学した女性の２５．８％
が社会科学、続いて２０．１％が人
文科学を専攻し、男性の３８．７％
が社会科学、続いて２２．２％が工
学を専攻している。短期大学に
入学した女性の４０．８％が教育、
続いて２０．６％が家政を専攻し、
男性の２１．０％が社会科学、続い
て２０．０％が工業を専攻している。

５ 在学率の国際比較
（３７）高等教育在学率の国際比較

※ 内閣府「男女共同参画白書平成３０年版」より。

日本の女性の高等教育在学率
は他の先進国と比較して低い水
準になっている。また、多くの
国では、男性より女性の在学率
が高くなっているが、日本、韓
国及びドイツでは男性より女性
の在学率が低くなっている。

６ 女性の教員
（３８）女性の教員の占める割合

※ 文部科学省「平成２９年度学校基本調査」より。

平成２９年５月現在、本県の国
立、公立及び私立学校におけ
る教員数は５０，８５２人で、そのう
ち女性教員の割合は５３．８％
（２７，３４８人）となっている。
その割合は幼稚園が最も高く、
高等学校が最も低い。
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身体的暴力

精神的暴力

性的暴力

経済的暴力
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交際相手からの被害経験

（３９）公立小・中・高等学校の女性教員管理職数

※ 文部科学省「平成２９年度学校基本調査」より。

平成２９年５月現在、本県の公
立学校における女性教員管理職
は小学校では校長が１３１人で
１６．１％、副校長・教頭が１５０人
で１７．８％、中学校では校長が１８
人で４．３％、副校長・教頭が４４
人で９．５％、高等学校では校長
が１３人で６．８％、副校長・教頭
が２６人で８．４％である。

○女性に対する暴力の根絶

１ ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）相談件数
（４０）ＤＶ相談件数

※ 県男女共同参画課より。

平成２９年度に受けたＤＶに関
する相談件数は県が１，９９１件、
市町村が９，５７２件となっている。

※県：配偶者暴力相談支援センター、
男女共同参画推進センター及び
福祉事務所が受けたＤＶ相談件
数の合計

※市町村：ＤＶに関わる総相談件数
【平成２９年度の件数は暫定値】

２ 配偶者等から受けた暴力 配偶者から受けた暴力では身
体的暴力が最も多く、交際相手
から受けた暴力では性的・経済
的暴力が多くなっている。また、
すべての行為において、被害を
経験した人の割合は、女性が男
性を上回っている。
※各行為説明
・身体的暴力…なぐる、ける、物を投
げつける、突き飛ばすなどの身体に
対する行為
・精神的暴力…人格を否定するような
暴言や交友関係を細かく監視するな
どの精神的な嫌がらせ
・性的暴力…性的な行為の強要
・経済的暴力…必要な生活費を渡さな
い、仕事を無理やり辞めさせられる
など経済的に弱い立場に立たせる行為
※「経験はまったくない」、「無回答」
は省略。

（４１）配偶者等や交際相手からの暴力被害経験

※ 県男女共同参画課「平成２７年度意識・実態調査」より。
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21.8％
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2.9%
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40.6%
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5.6%
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無回答
子供はいない
目撃していない
目撃していたかどうかはわからない
目撃していた

女性
（197人）

（４２）配偶者等から受けた暴力に関する相談

※ 県男女共同参画課「平成２７年度意識・実態調査」より。

配偶者等から受けた暴力につ
いて、相談状況を男女別にみる
と、「相談した」女性は３７．６％、
男性は８．７％である。一方、「相
談できなかった」「相談しよう
と思わなかった」女性は５５．４％、
男性は８８．４％で、女性の過半数、
男性の大部分の人が相談してい
ない状況である。

（４３）相談できなかった理由

※ 県男女共同参画課「平成２７年度意識・実態調査」より。

配偶者等から受けた暴力につ
いて相談できなかった理由とし
て、「相談するほどのことでは
ないと思ったから」が最も多く
女性は４５．９％、男性は６８．９％を
占めている。

※「その他」、「無回答」は省略。

３ 子供への影響
（４４）子供の目撃の有無

※ 県男女共同参画課「平成２７年度意識・実態調査」より。

配偶者等から暴力を受けた際
に、子供がその様子を「目撃し
ていた」は男性で１５．９％、女性
で２１．８％となっている。
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女
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女
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同居
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25.2%
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子

21.8%

子の配偶者
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13.0%
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13.0%

その他
1.0%
その他
1.0% 不詳

15.2%
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４ 性犯罪の実態
（４５）強制性交等・強制わいせつの認知件数

※ 県警察本部刑事総務課より。

強制性交等・強制わいせつの
認知件数は、平成２９年は強制性
交等が６１件、強制わいせつが４７８
件で、いずれも前年より増加し
た。

※刑法の一部が改正（平成２９年７月１３
日施行）され、強姦の罪名、構成要
件等が改められたことに伴い、「強
姦」を「強制性交等」に変更した。

○健康・福祉

１ 高齢化社会
（４６）健康寿命の推移

※ 県衛生研究所より。

本県の平成２８年の健康寿命※
は、女性２０．２年、男性１７．４年で、
前年と比べて上昇している。

※健康寿命…６５歳に達したのち、介護
保険制度の要介護２以上に認定され
るまでの期間。

（４７）主な介護者の要介護者等との続柄・性別等（全国）

※ 厚生労働省「平成２８年国民生活基礎調査」より。

主な介護者の、要介護者等と
の「同居」が５８．７％と最も多く、
次いで「事業者」１３％となって
いる。
他方、同居の主な介護者の

６６％が女性であり、女性が介護
の担い手となっていることがわ
かる。
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２ 相談の受付状況
（４８）男女共同参画推進センター、婦人相談センター等の相談受付状況

※ 県男女共同参画課より。

人間関係、家族、夫婦、ＤＶ
などに関する相談件数は、平成
１４年度に婦人相談センターＤＶ
相談室及び男女共同参画推進セ
ンターを開設したことにより、
大きく増加した。
平成２９年度の状況は男女共同
参画推進センターで８，６８２件、
婦人相談センターで２，５９１件、
福祉事務所で５６５件、合計１１，８３８
件の相談を受け付けた。

３ 医療従事者の女性割合
（４９）医師、歯科医師、薬剤師に占める女性の割合

※１ 厚生労働省「平成２８年医師・歯科医師・薬剤師調査」より。
※２ 医師と歯科医師は、医療施設の従事者である。また、薬剤師は

薬局・医療施設の従事者である。

平成２８年１２月３１日現在、本県
の医療従事者の女性割合は医師
が２０．３％（全国平均２１．１％）、
歯科医師が２３．２％（同２３．０％）、
薬剤師が６６．９％（同６５．９％）と
なっている。


